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令和 2 年 11 月 

松 前 町 



　まえがき

を進め、もって地域活性化と人口減少に対応しようとするものである。

§関連計画

〇松前町総合計画（Ｈ３０～Ｒ９）

〇松前町地方創生総合戦略（Ｒ２～Ｒ６）

　《人口減少対応》

松前町の人口減少は著しく、過疎化への流れを止められないでいる。この流れ

に抵抗するためには、産業に力と勢いを与えることが重要であるが、生産人口の

の減少、産業の減退と負の連鎖に陥っている。この負の連鎖を止めるためには、

産業の再生や活性化が必要であり、その起爆剤とするため大型風力発電等の

「再生可能エネルギー」を活用した企業連携による新しいまちづくりの取り組み
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１　将来推計人口の減少

著しく進行している。

少ないことによるものが大きい。

 

２　人口減少を食い止める対策

少を食い止めるのは困難であると認識している。

化が最も直接的で重要な課題となっている。

とするものである。

松前町は、漁業を主体として発展し、日本でも有数なさくらの名所で知られる

最北の天守が現存する北海道唯一の城下町であるが、漁業の衰退に伴い基盤産

業も疲弊し、働く場を求めて若年人口が流出する悪循環に陥っており、過疎化が

国立社会保障・人口問題研究所の推計で、現在から２５年後の２０４５年では、人

口が２千人を切るなど著しい減少が予測されている。その要因は、自然動態に

このことが人口減少の根本的要因となっているため、地場産業の再生及び活性

一口で産業の活性化と言っても、一度負の連鎖に陥ると大きなきっかけや事業

者の意欲を掻き立てる要因が必要で、町の支援だけでは困難な状況であり、企

業連携（誘致）による企業戦略と絡ませたビジネスデマンドと新しいビジネスチャ

ンスの可能性がある大型風力発電等の再生可能エネルギー事業の誘致を図ろう

おける少子高齢化が顕著であること、さらには社会動態（転入・転出）における転

出増加によるものであり、雇用環境（産業基盤）の縮小により働く場（正規職）が

人口減少を食い止めるために、これまで企業誘致、後継者対策及び子育て支

援並びに移住定住支援など様々な施策を講じてきているものの、なかなか効果

は表れず、抜本的な産業再生に向けた政策が図られないと、現状では人口の減

過疎化が進行する自治体は共通して、地元の産業が低迷している実態にあり、
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３　再生可能エネルギー活用の期待

　①　再生可能エネルギーとは？

　　

　　

　　

　　

　　おいても力を入れている。　

　②　日本のエネルギー事情と世界の比較

　　

　　

　　

　　

　　自給率の向上が期待されている。

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

げている。

再生可能エネルギーとは、太陽光・風力・水力・地熱・太陽熱・大気中の熱その

が重要であるとされ、再生可能エネルギーは国産のエネルギー源であるため

さらに化石燃料の使用は、地球温暖化の原因とされる温室効果ガスを排出

し、世界的にもその抑制が課題となっており、一方、再生可能エネルギーは温

室効果ガスをほとんど発生しないことから環境対策にも貢献するものとなっ

ている。世界的な再生可能エネルギーの状況を２０１７年の発電電力量を例に

みると、日本は低い状況にあり、国土の小さい欧州各国では、フランスを除き

他の自然界に存する熱・バイオマスの総称で、自然環境を活かした再生可能

エネルギーは、社会を維持し発展させていくために重要な資源であり、主力電

力化へ向けて、着実な歩みを進めようと国（経済産業省資源エネルギー庁）に

島国である日本は、資源が乏しくエネルギーの供給のうち、８０%以上を石油

や石炭、天然ガスなどの化石燃料が占めており、そのほとんどを海外に依

存している。東日本大震災後は、エネルギー自給率が１０%を下回り、その改善

再生可能エネルギー（水力を除く。）の占める割合が高く、大国であるアメリ

カ、中国、カナダでは、再生可能エネルギー（水力を除く。）の占める割合は低

いが、これは、化石燃料の産出国であったり、水力発電が充実しているなどの

理由はあるものの、世界的には再生可能エネルギー自給率を高める方針を掲

風 力太 陽

水 力

地 熱
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　③　大型風力発電施設の建設

　　

　　

 　 日本でも有数の地域に入る。

  　

 　 

　　

　　

　　

平成３１年４月には、大型風車１２基と蓄電施設を有する「リエネ松前風力発電

所」（東急不動産）が建設され、その能力は最大出力40,800kwh、蓄電容量18,000

kwhと一般家庭では3万世帯をカバーでき、風況により出力が変動する風力発

電ではあるが、蓄電施設の設置により安定した供給を保つことができる。

松前町は、風が強く雪も少ない気候のため、再生可能エネルギーによる風

力発電や太陽光発電には適した地域であり、中でも風力発電に要する風況は
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　④　東急不動産株式会社との協定

　　

　　

　　

　　 　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

与するものである。

　⑤　地域マイクログリッドの構築

　　

　　

こととなった。

　　

　　を幹事として事業を進めている。

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

松前町と東急不動産株式会社（以下

「東急不動産」という。）は、令和元年12

致し、再生可能エネルギーの活用によ

る地域振興策を協力して実施すること

で、まちづくりの発展や過疎対策に寄

令和2年7月、経済産業省の補助事業として「松前町における地域マイクロ

グリッド構築事業」が採択され、令和2年度にマスタープランの作成に取り組む

月19日に、風力発電の円滑な推進と

地域活性化等に関する協定を締結

し、官民連携による地域振興の体制強

化を目的としている。

この協定により、風力発電の推進と

地域活性化等に係る互いの利害が一

により、大規模災害によるブラックアウトの影響を防ぎ、将来的には松前町全

域を再生可能エネルギー電源で100%供給する電力の地産地消を目指し、地域

電力組織の立ち上げによる地域資金循環や地域振興等の効果も期待できる。

当該事業は、松前町と東急不動産との共同事業として申請し、東急不動産

地域マイクログリッド構築とは、平成30年９月に発生した北海道胆振東部地

震による大規模停電（ブラックアウト）対策として、地域にある再生可能エネル

ギー発電等を利用し電力の分散化を図り、地域における需給一体的な再生可

能エネルギー電源を活用する仕組みを検討するもので、これまで北海道を一

体として電気系統を確保していたものを、電気系統を地域間で独立すること

再生可能エネルギー

大型蓄電池
火力発電所

大規模災害で遮断
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　⑥　洋上風力発電の可能性

　　

　　

　　

ている。

　　

　　

　　

　　

　　貢献し、松前町の漁業振興策や地域活性化対策への期待も大きい。

洋上風力イメージ

　⑦　ＳＤＧｓやＲＥ１００などの世界的潮流に乗せた取り組み　　※１

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　においても求められている。

松前町は、陸上風力発電が多数進出しているが、洋上風力発電誘致の可能

性も高く、町としても積極的に推進し、国への情報提供に向けた取り組みも進

め、早いうちに事業着手が図れるよう、促進区域の指定に尽力したいと考え

地球規模における環境や生き方、暮らし方を見直しつつ、発展する方法を模索

し、経済優先主義からの脱却を図り、企業も社会的責任を果たしながら利益追

求を行い、投資家の視点もＥＳＧ投資（社会的責任投資）という企業を利益評価

のみではなく、持続可能性といった非財務情報も視野に入れた投資方法が主

流となっており、今後も環境や社会貢献といった事業活動の取り組みが官民

洋上風力発電は、国のプロジェクトでもあり、海上に風車を建設することか

ら、利害関係者（漁業者等）の同意と協力が必要なため、十分に情報を共有し

理解を深めながら進めていくとともに、洋上風力発電は、再生可能エネル

ギーの中でも大規模発電容量が見込まれることから国の電力需要にも大きく

再生可能エネルギーは、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）やＲＥ１００（再生可能

エネルギー活用１００％）に直接効果をもたらすものであり、世界的な潮流は、

イメージ
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　　の下に244の指標が設定されている。

　　ている国際的企業連合体で令和２年９月時点で日本企業の加盟数は３８社となっている。　

　　ティ）が高まることが期待される。

４　再生可能エネルギー活用ビジョン

期待でき、次に掲げるビジョンにより到達点に向けた施策を展開する。

　①　活用ビジョン

　　ア　大型風力発電等と共存したまちづくり

　　イ　再生可能エネルギー(電力)100%による地産地消の省エネ推進

　　ウ　地域電源で大規模停電時も対応できる災害に強いまちづくり

　　エ　企業連携による地域振興の推進

　　オ　企業連携による産業の再生と活性化の推進

　　カ　「再エネ１００自治体」として「ＲＥ１００」加盟企業との連携拡大

　　キ　水素エネルギーへの波及と推進

　②　関連施策

　　ア　大型風力発電（洋上含む）等の誘致又は建設の推進

　　イ　町内全域への再生可能エネルギー電力供給の実現

　　ウ　地域電力組織の立ち上げによる安価で安定した電力供給

　　エ　東急不動産との連携による地域活性化対策の実施

　　オ　東急不動産との連携による観光等交流人口拡大への取り組み

　　カ　洋上風力発電の実現による漁業振興策など産業再生の取り組み

　　キ　「ＲＥ１００」加盟企業などの企業誘致の促進

　③　目指すところ（到達点）

　　ア　大型風力発電（洋上含む）等の建設による固定資産税の増収

　　イ　観光客及び交流人口の増加による賑わい・消費の拡大

　　ウ　電気料金の軽減と電気料金の町の収入化

　　エ　産業所得の向上と持続化

※１　ＳＤＧｓとは、「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称

過疎化が著しく進行していく中で、人口減少を少しでも食い止め、産業の再生

と活性化を図るため、再生可能エネルギー施策を積極的に推進することで、産業

団体へのビジネスチャンスを拡げ、交流人口の増加や企業の進出と雇用の増進も

国連によって採択され、掲げられた目標は１７で、目標の下には169のターゲットが設定され、更にそ

　　ＲＥ１００とは、「Ｒｅｎｅｗａｂｌｅ Ｅｎｅｒｇｙ（再生可能エネルギー100%）」の略称

加盟企業は企業活動で必要なエネルギーの１００%を再生可能エネルギーで調達することを目指し

　　ＥＳＧ投資とは、環境（Environment）・社会（Social）・ガバナンス（Governance）投資の略語

企業の取り組みを重視して投資銘柄を選択するもので、環境問題や労働条件改善に前向きな企

業が評価され、こうした企業が業容を拡大することで社会全体の持続可能性（サステイナビリ
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　　オ　新規産業の発掘と雇用の向上

　　カ　前浜漁業の再生と養殖事業等の確立

　　キ　100%再生可能エネルギーを利用する工場等誘致

　　ク　自然・生態・歴史の保護及び保存の配慮と環境との調和

活用ビジョン 関連施策 到達点

ウ　地域電源で大規模
停電時も対応できる災
害に強いまちづくり

ウ　地域電力組織の立
ち上げによる安価で安
定した電力供給

ウ　電気料金の軽減と
電気料金の町の収入化

エ　企業連携による地
域振興の推進

エ　東急不動産との連
携による地域活性化対
策の実施

エ　産業所得の向上と
持続化

ア　大型風力発電等と
共存したまちづくり

ア　大型風力発電（洋
上含む）等の誘致又は
建設の推進

ア　大型風力発電（洋
上含む）等の建設によ
る固定資産税の増収

イ　再生可能エネル
ギー(電力)100%による
地産地消の省エネ推進

イ　町内全域への再生
可能エネルギー電力供
給の実現

イ　観光客及び交流人
口の増加による賑わ
い・消費の拡大

キ　水素エネルギーへ
の波及と推進

キ　「ＲＥ１００」加盟企
業などの企業誘致の促
進

キ　100%再生可能エ
ネルギーを利用する工
場等誘致

※総体的な到達点→
ク　自然・生態・歴史の
保護及び保存の配慮と
環境との調和

オ　企業連携による産
業の再生と活性化の推
進

オ　東急不動産との連
携による観光等交流人
口拡大への取り組み

オ　新規産業の発掘と
雇用の向上

カ　「再エネ１００自治
体」として「ＲＥ１００」加
盟企業との連携拡大

カ　洋上風力発電の実
現による漁業振興策な
ど産業再生の取り組み

カ　前浜漁業の再生と
養殖事業等の確立
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５　活用ビジョンの実効期間

６　求められるＫＰＩの姿

生に伴って、生産人口の増加が図られることを期待する。

減少に歯止めがかかることを想定するものである。

７　松前町が生き残るために

伴い人口が減少するといった負の連鎖に陥ってしまった。

エネルギー事業の推進である。

進めていかなければならない。

めに貢献させるものである。

化し、人やモノの流れをつくり、限界自治体脱却に向

け、松前町が生き残るために重要プロジェクトとして

取り組みを進めるものである。

松前町の現実的な再生可能エネルギー施設は、大型風力発電及び太陽光発電

松前町は、これまで基幹産業とされた「漁業」と「出稼ぎ」により支えられてき

た歴史がある。時代の趨勢により漁業が衰退し、正規採用を求めて若年層の流出

が増加する一方で、生産人口の受け皿である産業は減退し、雇用環境の縮小に

この流れは将来も続いていくことが見込まれており、現状のままでは抵抗す

ることさえ難しく、外部からの新しい流れで勢いを止めようとするのが再生可能

世界的な再生可能エネルギー活用の流れや国のエネルギー事情を考慮すれ

が有力であり、洋上風力発電のように国のプロジェクトにより許可されるものな

どを考慮しても効力が発揮されるのは５年先、10年先の見込みとなり、今から着

実に準備をするなど、一定期間を要することを念頭に進めることが肝要である。

第４項に掲げるビジョンの実現により、人口減少の鈍化を図り、産業の変革や再

生産人口の増加は、働く場所が確保されていることの裏付けであり、比例して

出生数も増加し、社会動態減少の抑制も図られる可能性が高くなり、総じて人口

が人口の50%を超える「限界自治体」となってしまっ

た。再生可能エネルギー事業が松前町の産業を活性

ば、松前の特性を活かした再生可能エネルギーの推進は間違った選択ではない

ものの、慣れ親しんできた自然的景観など失うものもあることを理解したうえで

　新しい産業の取り込みは、基本的には産業の維持

及び拡大を目指すもので、波及的に人口減少の歯止

　人口の50%以上を65歳以上が占める集落を「限界

集落」と表現するが、松前町も令和２年度に65歳以上
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８　ビジョン・プラン・プロジェクトの作成

　①　段階的作成

確実となったときに作成するものとする。

　②　再生可能エネルギー活用プラン

置して進捗率や事業効果を計るものとする。

新するものとする。

　③　再生可能エネルギー個別プロジェクト

し、必要に応じて参考資料を添付するなどわかりやすいものとすること。

　また、事業終了後は、実績ベースで更新するものとする。

　④　事業実施主体及び掲載事業

掲載するものとする。

再生可能エネルギー活用ビジョンに基づき、立案した計画を「再生可能エネ

ルギー活用プラン」として作成し、個別プロジェクトについては、事業の実施が

活用プランには、項目ごとに実施主体、実施概要、規模、期間、概算事業費

等を掲載し、活用ビジョンに基づく分類ごとに整理し、到達点に向けたＫＰＩを設

また、随時個別プロジェクトにより更新し、事業終了後は、実績ベースで更

個別プロジェクトは、活用プランに基づいて、具体的に実施する個別事業の

内容として、実施主体、目的、事業内容、規模、期間、予算、事業効果等を掲載

実施主体は、町及び町以外の事業者で活用ビジョンに基づく事業であって、

地域振興に貢献すると認められるものを活用プラン及び個別プロジェクトに
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編 集　　松前町政策財政課

〒049-1592　北海道松前郡松前町字福山248-1

☎ 0139-42-2275㈹　FAX 0139-46-2048

地色のエビ茶系色は、大地と情熱の色彩をミッ
クスした北海道開拓の先進とたくましい根性を
表し、紋色には純潔を表現する白色を配してい
ます。青春を意味する松葉を組み合わせた紋に
よって試練にうち勝つ力強さを表し、さらに紋の
中に和合と協力を意味する巴をつくり、町の発
展を祈念しています。

表紙のマーク

松前の町章をあしらった再生可能エネルギーに
よる地域振興を目指し、中央に風車を配置し、風
車を回すことで、産業も回っていき、町が発展す
る思いを込めている。風車のブレードの３本が町
章の巴と、松葉の組み合わせが力強い風車の回
転と勢いとマッチし、松前町と風力発電のトレー
ドマークとしている。

松前町　町章の由来
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